
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     内  訳 
事業の種類 雇用保険率 失業等給付・育児休業給付の料率 二事業の料率 

被保険者負担分 事業主負担分 

いわゆる一般の事業 1,000 分の 14.5 
〔1,000分の 15.5〕 

1,000 分の 5.5 
〔1,000分の６〕 

1,000 分の 5.5 
〔1,000分の６〕 

1,000 分の 3.5 
〔1,000分の 3.5〕 

計 1,000分の 9 
〔1,000分の 9.5〕 

いわゆる農林水産業 
（一部は一般と同じ） 
清酒の製造の事業 

1,000 分の 16.5 
〔1,000分の 17.5〕 

1,000 分の 6.5 
〔1,000分の７〕 

1,000 分の 6.5 
〔1,000分の７〕 

1,000 分の 3.5 
〔1,000分の 3.5〕 

計 1,000分の 10 
〔1,000分の 10.5〕 

いわゆる建設の事業 1,000 分の 17.5 
〔1,000分の 18.5〕 

1,000 分の 6.5 
〔1,000分の７〕 

1,000 分の 6.5 
〔1,000分の７〕 

1,000 分の 4.5 
〔1,000分の 4.5〕 

計 1,000分の 11 
〔1,000分の 11.5〕 

令和 7 年３月分からの協会けんぽの保険料率が決定 

 

１ 一般保険料率〔都道府県単位保険料率〕（引き下げ 28、引き上げ 18、前年と同じ 1 都道府県） 

中小企業の従業員の方を中心とした健康保険を取り仕切る全国健康保険協会（協会けんぽ）

は、基本的に、毎年１回、３月分（４月納付分〈補足〉）から適用される保険料率の見直しを行います。令和 7年

3月分から適用される保険料率は、次のように決定されました。 

 

★給与計算ソフトをお使いの場合には設定に注意しましょう。確認したいことなど、気軽にお声掛けください。

〈補足〉厚生年金保険の保険料率（18.3％）については、法律で固定されているため改定はありません。 
 

２ 介護保険料率〔全国一律／40歳以上 65歳未満の方について、１に加えて負担・納付〕 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・令和 7 年３月分からの協会けんぽの保険料率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 
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全国一律 １.５９％（１.６０％から引き下げ） 

 

令和７年度の雇用保険の保険料率 前年度から 1,000 分の１（0.1％）引き下

 

 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・令和７年度の雇用保険の保険料率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

★本年４月からの給与計算での設定に注意しましょう。確認したいことなどありましたら、ご連絡ください。 
 

●令和７年度の雇用保険の保険料率と負担の内訳 〔   〕は令和６年度の率 

申請期限延長！「徳島県賃上げ支援事業」「徳島県賃上げ応援サポート」  

 「徳島県賃上げ支援事業」「徳島県賃上げ応援サポート」の申請期限が延長されました。
 「徳島県賃上げ支援事業」 

【一時金の支給額】 正規雇用労働者 5万円、非正規雇用労働者 3万円 1事業者当たり最大 50万円 
【主な要件】    令和 6年 9月以降、時給 930円未満の従業員の賃金を 980円以上に引き上げること 
【申請受付期間】  令和 7年 4月 30日（水）必着（令和 7年 2月 28日より延長） 
【申請及び問い合わせ先】 徳島県賃上げ支援事業運営事務局 ０８８－６０３－８０６０ 

「徳島県賃上げ応援サポート」 
【助成内容】    ①国の業務改善助成金の上乗せ助成、②社会保険労務士への報酬費用補助 
【申請受付期間】  令和 8年 3月 2日（月）必着（令和 7年 3月 10日より延長） 
【申請及び問い合わせ先】 徳島県生活環境部労働雇用政策課 ０８８－６２１－２３４６  

http://server01/scripts/cbag/ag.exe?page=MailSend&text=sr%40tsuchihashi%2Dsiki%2Ecom


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あとがき◆つちはし事務所より 

★上記でお知らせした「出生後休業支援給付」・「育児時短就業給付」の創設以外に、今年は以下の通り様々

な雇用保険法の改正が施行されます。影響が大きいものばかりなので内容を確認しておきましょう。 

R7.4.１施行 ○「出生後休業支援給付」・「育児時短就業給付」の創設 

○高年齢雇用継続給付の給付率引下げ（15％→10％） 

○自己都合退職者が、教育訓練等を自ら受けた場合の給付制限解除 

〇自己都合退職者の原則の給付制限期間を２ヶ月から１ヶ月へ短縮（例外あり） 

○就業促進手当の見直し（就業手当の廃止及び就業促進定着手当の給付上限引下げ） 

○教育訓練支援給付金の給付率引下げ（基本手当の 80％→60％） 

○雇止めによる離職者の基本手当の給付日数に係る特例の令和８年度末までの継続 

R7.10.１施行 ○「教育訓練休暇給付金」の創設 

★同じく 2025 年 4 月、労働安全衛生法の改正が施行されます。内容は主に次の 3 つになります。 

①表示・通知対象物質の追加 ②保護対象範囲の拡大 ③請負人への周知義務 

①は自社化学製品を提供・譲渡する際の危険性の伝達に関する改正、②③は建設等の 

現場従業員の安全確保に関する改正になります。関係する事業所は要チェックです。 

 

 

４月よりスタート 育児休業に追加される給付金について 

 

★先月ご案内した育児介護休業規定の改訂での対応が必要になります。詳しくお知りになりたい場合は、つち

はし事務所へお問い合わせください。 

      育児休業を取得すると、一定の要件を満たした従業員（雇用保険の被保険者）は出生時育児休

業給付金または育児休業給付金を受け取ることができますが休業前と比べて手取り額は低下します。4月 1日

より子育て中の手取り額の低下を防ぐため新たな給付が始まります。全体を確認しておきましょう。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・育児休業給付 4 月より変更のポイント・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  

 

両親の共働き、共育てを推進する給付ができました。 

子どもの出生直後の一定期間に両親ともに 14日以上の育児休業を取得した場合 

最大 28 日間支給されます。支給額は育児休業を開始する前 6ヶ月に支払われた賃金の 13％相当額です。

育児休業給付金の給付率 67％とあわせると、給付率が 80％となり、手取りの 10 割相当額が支給される

仕組みとなっています。配偶者が専業主婦（夫）であったり、ひとり親として育児をしていたりすること

もありますが、配偶者が育児休業を取得していない場合も、出生後休業支援給付金が支給されることが

あります。その際には、配偶者の状況に応じた申告書や添付書類の提出が求められます。 

 

 

育児中の時短勤務に

よる収入の減少を補

填する給付ができま

した。 

2歳未満の子を養育す

る従業員に対して、時

短前の賃金を越えな

い範囲で、時短勤務中

の賃金額の 10％が給

付されます。 

  

 

育児時短就業給付 

出生後休業支援給付金 

育児時短就業給付 

出生後休業支援給付

 
 


